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 平成 29 年度中に本事業の中間評価が実施される予定であるが，本学が設定した平成 28 年度
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2010 年 4 月には経済産業省が，「産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委員会」
を立ち上げ，2013 年 6 月には「第 2 期教育振興基本計画」の中で「外国語教育，双方向の留
学生交流・国際交流，大学等の国際化など，グローバル人材育成へ向けた取り組みの強化」が



























































































画課）が 2014 年 4 月に公募を開始した「スーパーグローバル大学創成支援」事業である。そ
こでは，世界的に魅力的なトップレベルの教育研究を行う大学，国際化を牽引する大学を重点
支援することになった。 
この事業で特徴的な点は，①タイプ A が 10 件程度（結果的には，国立私立 13 大学採択），
タイプ B が 20 件程度と採択件数が限定的であること（同 24 大学），②実施期間が 10 年程度と


































「スーパーグローバル大学創成支援」事業（タイプ A）では，13 大学が選定され，うち 2 校
は私立であり，すべて総合大学である。審査基準を満たすには人的物的資源が潤沢な大学であ
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AKPI を明示した。それ以来，毎年，AKPI の数値を計測し，大学経営の中で AKPI を活用し
ている。 
 さらに，平成 28 年度，広島大学は，教員組織と教育・研究組織を分離した。国立大学法人
































3. 目標達成型重要業績指標 AKPI（Achievement-motivated Key Performance Indicator） 
 




け，AKPI（Achievement-motivated Key Performance Indicator）とよんでいる（Aida and 
Watanabe 2016）。 
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 この AKPI には二重の仕掛けを込めている。一つは，それが達成したときに広島大学が世界














reputation の項目は，THE や QS が実施するアンケート調査に基づいている。この項目につい
ては，被験者（各大学）は，直接的にコントロールすることはできないが，各大学の活動が直
接的に反映する項目が高い数字になれば，必然的に reputation も上がるであろうと想定する。 
QS University Ranking 2013 の内訳と重みを図 4 に示す。内訳は，独自努力で直接ふやす
ことのできる evidence-based 部分（右半分：5 割）と，直接ふやすことができない reputation 
部分（左半分：5 割）にわけている。広島大学の数字を，世界で 1 位である大学や国内で 1 位
である 東京大学（世界で 32 位）と比べると，evidence-based 部分のうち，学生一人当たり
の教員数には大きな差はないが，広島大学の数字がとくに低いのは，教員一人当たりの被引用
数（20 点中 5.4 点）と，学生と教員の国際化実績（それぞれ 5 点中 0.7 点と 0.4 点）である。
また，reputation 部分では，アカデミックからも企業からの評価も低い（40 点中 13.7 点と
10 点中 1.8 点）ことがわかる。 
一方，QS University Ranking Asia 2014 の内訳と重みを図 5 に示す。ここでも，内訳を，
evidence-based 部分（右半分：6 割）と，reputation 部分（左半分：4 割）にわけている。
広島大学の数字を，アジアで 1 位である大学や国内で 1 位である東京大学（アジアで 10 位）
と比べると，evidence-based 部分のうち，学生一人当たりの教員数や，論文一報あたりの被引
用数は，あまり大きな差はないことがわかる。広島大学の数字がとくに低いのは，教員一人当
たりの論文数（15 点中 7.2 点）と，学生と教員の国際化実績（10 点中 1.9 点）である。ま








図5 QS University Ranking Asia 2014 
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図6 Times Higher Education University Rankingと大学の資金との関係（2012～2016） 
 
























一人当たりの外部資金が，それらの大学のおおよそ 1/3 である。 
これらのデータに基づき，外部資金の額の目標を，現状の 3 倍，すなわち，本務教員一人当






論文数についての目標値を設定するために，次のようなデータを用いた。表 1 に，Times 
Higher Education World University Rankings 2012 の順位と，2006～2010 年の 5 年間の，
論文数，被引用数のデータを示す。論文数および被引用数は，Essential Science IndicatorsSM 
（Thomson Reuters）（2013/07/01 現在）から抽出した。教員数には，国立大学法人財務デー
タ概要 平成 22 年度（2010 年度）版（国立大学財務・経営センター国立大学法人財務分析
研究会編）の常勤教員数を用いた。 
表 1 から，広島大学の教員一人当たりの論文数と，世界ランキング 100 位以内に入る大学と






























27 東京大学 35579 243249 6.84 3834 9.28 1.86
54 京都大学 26257 169261 6.45 3288 7.99 1.60
137 東北大学 21259 116529 5.48 2906 7.32 1.46
147 大阪大学 21654 137193 6.34 2997 7.23 1.45
201-225 名古屋大学 13611 82882 6.09 1966 6.92 1.38
301-350 北海道大学 13948 68322 4.90 2328 5.99 1.20
301-350 九州大学 14322 71973 5.03 2194 6.53 1.31
301-350 筑波大学 8766 48112 5.49 1705 5.14 1.03







 ある科目の単位数に，その科目の受講人数をかけた数を CREDIT と定義する。 
   CREDIT ＝（ある科目の単位数）×（その科目の受講人数） 
 各学生の卒業要件単位の総数（入学定員の全員分）が，年度の総 CREDIT の理論値となる。
実際の総 CREDIT は，卒業要件単位以上の単位を修得する学生や，不可のため何度も同じ科目
を履修する学生がいる，等のため，理論値より多い。 
 広島大学に平成 23 年度に入学した学生数から計算した総卒業要件単位数と，実際の平成 23




 入学定員 収容定員 総卒業要件単位数 総CREDIT（実績） 
学部 2,355 9,788 324,699 415,838 
専攻科 30 30 330 462 
大学院 1,582 3,826 43,154 54,974 
計 3,967 13,644 368,183 471,274 
 
 広島大学が高等教育機関であるということは，年間，全学生をあわせた 47 万単位（これを
47 万 credits とよぶ）を教員が分担していることを意味する，ということを表 2 は示している。 
 広島大学の授業科目は，大きく分けると，教養教育科目，専門科目，教職科目等に分けるこ
とができる。それぞれ，卒業要件等のための単位数が定められている。平成 23 年度開講の授
業科目について，全体の 47 万 credits の，授業科目区分別の内訳，および，専任教員数（講師
以上）による単純平均を表 3 に示す。平成 23 年 5 月 1 日現在の，広島大学の専任教員数（講
師以上）は，1,161 人である。 
 表 3 から，平成 23 年度の総 CREDIT のうちの 54%は学部専門科目であることがわかる。ま
た，学部教養教育科目は，全体の 28％である。講師以上のすべての専任教員が等しくこれらを
担当した場合，すなわち単純平均では，一人当たり，教養教育科目を 114 credits，学部専門科
目を 220 credits，教職科目を 25 credits，大学院科目を 48 credits，総和として 406 credits を
担当することにより，広島大学の必要な総 CREDIT を出すことができている。この 406 credits






  科目数 割合(%) CREDIT 割合(%) 一人当たりCREDIT（注 1） 
学
部 
教養教育科目 1,661 15.4 131,964 28.0 113.7  
専門科目 4,293 39.7 254,992 54.1 219.6  
教職科目 164 1.5 28,882 6.1 24.9  
小計 6,118 56.5 415,838 88.2 358.2  
専攻科＋大学院 4,702 43.5 55,436 11.8 47.7 







おおよそ 400 credits を担当することによって成立している，ということを意味している。 
大学の機能強化の一環として，今後は，「教育（授業担当と研究指導）」と「研究」の比重を，










 以上のように，平成 22 年度頃より，さまざまなデータを分析し，重要業績指標としてふさ
わしい指標と目標に関して，さまざまに検討し検証・改善を重ねてきた。現在，広島大学にお
いて稼働している AKPI の内訳と各目標値を次に示す。 
 AKPI は，10 年後の広島大学の目標を本務教員一人当たりの目標値として換算したものであ
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る。図 8 に示すように，AKPI は，教育（a 授業担当，b 博士人材養成），研究（c SCI 等論文
数，d 外部資金額），そして，国際性の 3 つの部分から成る。広島大学は高等教育機関である
ので，教育と研究の重みを等しくし，a と c の重みは等しく 300，b と d の重みは等しく 150，
とした。さらに，e の重みを 100 とし，AKPI は計 1,000 としている。指標の内訳，すなわち，
それぞれの項目について，2015 年度の実績値，10 年後の目標値，および，本務教員一人当た























    ある科目の CREDIT = （その科目の単位数）×（その科目の受講人数） 
    総 CREDITS = Σ｛（科目の単位数）×（その科目の受講人数）｝ 
 各学生の卒業要件単位の総数（入学者数）が，年度総CREDITS の理論値となる。広島大学
では，現状，専任教員が担当している年度総CREDITS は約 45 万 credits である。学生の定員
数が大きく変化しない限り，この数字は今後大きく変動することはない。今後，短期留学生な
どの非正規生の増加を想定しており，非正規生が修得する単位は今後増加する。その増加分を
見込んで，あわせて約 45 万 8 千 credits を目標値とする。広島大学の本務教員数は約 1,800 人
である。すなわち，本務教員一人当たり 254 credits を担当して，本学が教育機関たりえている。









外国語による授業科目数は現状では一人当たり約 1 科目である。これを教員一人当たり 2 科
目とすることを目標とし，これを 40 ポイントとする。外国語による授業科目の担当に対して，




毎年度，新 M1 として 2,300 人受入れることを目標とする。主指導教員として担当する新
M1 生を一人当たり 5 ポイントとする。すなわち，教員一人当たりの新 M1 の目標人数は，1.2
人，目標ポイントは 6 ポイントである。 
 
（b-2）博士課程後期の学生 
毎年度，新 D1 として 1,100 人受入れ，学位取得者を 1,100 人輩出することを目標とする。
主指導教員として担当する新D1生を一人当たり120ポイントとし，主指導教員として指導し，
学位を取得した学生一人当たりを 120 ポイントとする。すなわち，10 年後の目標値としては，
それぞれ，教員一人当たり 0.6 人ずつであり，合計目標ポイントは 144 ポイントである。 
 
（c）論文数 




SCI：Science Citation Index，SSCI：Social Sciences Citation Index， 
A&HCI：Arts & Humanities Citation Index，ESCI：Emerging Sources Citation Index 
 
（d）外部資金 
10 年後には外部資金の総額を 270 億円程度とすることをめざす。教員一人当たり約 1500 万








留学生の受入は現状では教員一人当たり 0.87 人である。これを教員一人あたり 2 人とするこ
とを目標とし，これを 40 ポイントとする。 受入教員（あるいはチューター）に留学生一人当
たり 20 ポイントである。 
 
（e-2）国際共著論文 
国際共著論文数は現状では，教員一人当たり 0.28 報である。これを教員一人当たり 1.5 報と




る。すなわち，年間教員一人当たり合わせて 3 回であり，これを 30 ポイントとする。海外か
らの研究者受入れ 1 回，あるいは，海外の機関への派遣 1 回が 10 ポイントに相当する。 
  



















現状の教員の平均 AKPI 合計ポイント X は，約 500 ポイントであり，目標値である 1,000 ポ
イントの半分である。分野の特性，教員個人の特性に応じて，各項目のポイントを増大させ，
10 年後に全学平均で X =1,000 ポイントであり，かつ，a～e の各ポイントもそれぞれの目標値
であることをめざす。各項目および合計ポイントをモニターすることにより，本学が世界トッ
































Aida, M., and Watanabe, S.P. (2016). “Quantifying Faculty Productivity in Japan: 
Development and Application of the Achievement-Motivated Key Performance 




QS World University Rankings.（http://www.topuniversities.com/university-rankings） 
Thomson Reuters, InCites Essential Science Indicators. 






第 2章 国際的な教育質保証に向けた取り組み 



















究大学から構成される SERU コンソーシアムに加盟した。 











 アメリカのおもに州立の有力研究大学が中核となり発足した SERU コンソーシアムは，







2. SERU コンソーシアムとは 
 
(1) SERU コンソーシアムの運営組織と加盟大学 
 SERU の名称は“Student Experience in the Research University”の頭文字を取ったも
のである。現在では 10 キャンパスを有するカリフォルニア大学システム（University of 
California System）に所属する複数の研究者が中心となり，それまでカリフォルニア大学
キャンパス（医学系大学院大学であるサンフランシスコ校を除く）内で実施されていた学
部生を対象とする活動調査（UCUES: University of California Undergraduate Experience 




わなち，SERU はカリフォルニア大学における教学 IR の重要な分析ツールとして開発され
たものであったが，世界の研究大学にその有用性が認識されるようになり，国際的な IR 実
践モデルとして，現在の SERU コンソーシアムにまで展開したといえる。  




（UC Office of the President）に加え，アメリカの有力州立大学 14 校と私立大学 1 校が加
盟しており，また SERU-I コンソーシアムには広島大学を含む世界の 16 大学が加盟してい
る（図 1）。 
 SERU コンソーシアム加盟校は，まずアメリカ大学協会（Association of American 




（invite only）によって SERU-I コンソーシアムに加盟することができるというものであ









































































出典：http://www.cshe.berkeley.edu/SERU/seru-consortium-members を基に筆者作成。a) 統括本部；b) SERU-
AAU 事務局；c) SERU-I 事務局。 
図 1 SERU コンソーシアムの構成と加盟大学名（2016 年現在） 
  
 SERU コンソーシアム本部の運営体制としては，カリフォルニア大学バークレー校公共
政策大学院（Goldman School of Public Policy）の研究組織として設置されている高等教育
研究センター（Center for Studies in Higher Education）に統括本部が置かれており，ミ
ネソタ大学ツインシティーズ校に SERU-AAU コンソーシアム事務局が，そしてロシア国





イおよびデータ収集管理の専門機関として定評のあるイギリスの International Graduate 
Insight Group Ltd.（i-graduate 社）と各加盟校が正式な契約を交わし，i-graduate 社との
連携作業により SERU-I コンソーシアム共通の調査が実施されている。 
 

























 2005 年から 2012 年までの 7 年間に開催された SERU シンポジウムでの課題テーマは，
おもにアメリカ国内の教学 IR に関連する限定的な内容であったのに対し，2012 年頃を境
に「国際化」や「グローバリゼーション」といったテーマが取り上げられるようになった
（表 1）。2014 年 5 月には，モスクワにあるロシア国立研究大学高等経済学院（National 
Research University-Higher School of Economics）4) での国際シンポジウムが開催されて





る SERU-AAU シンポジウムや SERU-I シンポジウムは，SERU コンソーシアム加盟校間
の活発な IR 関連情報交換の場として，極めて重要な機会を提供しているといえる。 
 
表 1 SERU コンソーシアムの活動経緯 
開催日 課題テーマ 開催校 
2005年 6月 Civic & Academic Engagement in the Multiversity: Institutional
Trends and Initiatives at the University of California 
カリフォルニア大学バークレー校
（アメリカ） 
2007年 4月 SERU Project Symposium: Assessing the Undergraduate 
Experience in the Postmodern University 
カリフォルニア大学バークレー校
（アメリカ） 
2008年 5月 A New Generation of University Students: Understanding the 
Student Experience and Seeking Opportunities to Translate 
Analysis into Practice 
カリフォルニア大学ロサンゼルス校
（アメリカ） 
2009年 5月 Comparative Perspectives on the Undergraduate Experience カリフォルニア大学バークレー校
（アメリカ） 
2010年 5月 Learning Outcomes, Student Success, and Assessing 




2011年 4月 Challenges for Research Universities: Topical Issues Related to 
the Student Experience 
ノースカロライナ大学チャペルヒル
校（アメリカ） 
2012年 5月 The Research University Advantage: Exploring What 




2012年 10月 A Global Exploration of Undergraduate Reforms in Research 
Universities: The Path to Engaged Learning 
カリフォルニア大学バークレー校
（アメリカ） 
2014年 2月 International and Study Abroad Students: Supporting Global 
Engagement and Exploring a Research 
カリフォルニア大学バークレー校
（アメリカ） 
2014年 5月 A Comparative International View of the Student Experience in 
Research Universities 
国家研究大学 HSE（ロシア） 
2014年 10月 SERU Business Meeting and Colloquium ミネソタ大学ツインシティーズ校
（アメリカ） 
2015年 6月 Exploring the Research University Advantage: SERU-AAU and 
International Research Symposium 
カリフォルニア大学バークレー校
（アメリカ） 
2016年 1月 Data-Driven Improvement of Student Experience at Research 
Universities in Asia 
同済大学（中国） 
2016年 5月 Understanding Education the Public University カリフォルニア大学バークレー校
（アメリカ） 





Politics and Policy-A New Era For UG and Graduate Education ラットガーズ大学ニューブルンズウ
ィック校（アメリカ） 
 
 また，広島大学では，2016 年 1 月にミネソタ大学ツインシティーズ校から Ronald 
Huesman 博士（SERU-AAU 事務局長）と大阪大学から齊藤貴浩准教授（当時）の二名を


















た Stebleton et al.（2014a），アメリカの移民学生（immigrants）による大学環境への帰
属意識（sense of belonging）を分析した Stebleton et al. (2014b)，移民による国内のグロ
ーバル化が進行するアメリカにおいて，移民した親を持つ学生のアカデミック・パフォー
マンスの相関を分析した Douglass and Thomson（2010），カリフォルニア大学システム
における社会階層とアカデミック・パフォーマンスを分析した Douglass and Thomson
（2012），さらにはラーニング・アウトカム測定の精度を分析した Douglass et al.（2012）
などが具体例としてあげられる。また，責任感のある社会市民を育成する研究大学をテー
マとした学術書籍（Soria and Mitchell 2016）や SERU 分析結果から導き出された“新旗
艦大学”（New Flagship University: NFU）モデルを提唱する学術書（Douglass 2016）
も刊行されており，SERU データの広範囲にわたる有用性が確認できる。NFU モデルの続
編として，アジアにおける新たなフラッグシップ大学モデル形成の文献も蓄積されつつあ




 平成 16 年 4 月の国立大学法人化以降，高等教育の急速なグローバル化が進展する中で，









motivated Key Performance Indicator）が策定された（第 1 章を参照）。これにより，10
年後の目標達成に向けた道筋とその仕掛けが AKPI に組み込まれたことになる。広島大学
独自の AKPI については，山下（2016）でもその詳細が紹介されているが，海外の高等教
育コミュニティに対しても Aida and Watanabe（2016）として，既に研究論文が発信され
ている。 

















    
 
                           出典：広島大スーパーグローバル大学創成支援事業学内説明資料 
 
図 2 広島大学における SERU コンソーシアム活動の位置付け 





















1 , 1 0 0件( H3 5 )
SCI 論文数
1,726報(H24)

















SERU-I コンソーシアム加盟校・事務局との連絡調整を担当している。平成 28 年度現在，
副学長（大学経営企画担当）を座長として，副学長（国際交流担当），副理事（教育企画
担当），そしてデータ分析を専門とする高等教育研究開発センター専任教員および教育室














はリアルタイムでイギリス i-graduate 社のデータベースに回収される。i-graduate 社では，
確立された情報セキュリティ管理体制のもとで，加盟校から回収された全データの管理お














                              出典：http://www.cshe.berkeley.edu/SERU/ug-seru-survey-design 
 
図 3 SERU 学部生対象アンケートの調査デザインと分析フレームワーク 
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Survey for Student Engagement，アメリカ）では，高等教育機関が学生の積極的な取り組
みをいかに活発に促しているのかを測定することがめざされている」（深堀 2008，p.13）
とする Astin（1984）が提唱する I-E-O モデルに基づく調査デザインといえる。 
 SERU 学生生活実態調査では，これまで学部生のみを対象とした調査（SERU 
Undergraduate Survey）が実施されてきた。しかし，学生の発達理論（ student 
development theory）フレームワークでは同様のプロセスを経ると想定されるものの，学
部生と大学院では把握すべき指標が異なるとの見解から， 2016 年現在，SERU コンソー
シアム統括本部を中心として，世界の加盟校による大学院生調査（SERU Graduate 
Student Survey: gradSERU）の設計が進行中である。同年 10 月にユトレヒト大学で開催















       
      出典：http://www.cshe.berkeley.edu/SERU/ug-seru-survey-design 
 
 
図 4 SERU 学部生対象アンケートの質問項目（Survey Instrument） 
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① Academic experience and globalization モジュール（11 問） 
② Community and civic engagement モジュール（23 問） 
③ Student life and development モジュール（11 問） 
④ Use of technology モジュール（12 問） 
⑤ International students モジュール（6 問） 
 






ルとモジュール 2（Community and civic engagement モジュール）を選択し，この二つの
モジュールに含まれる 59 問への協力回答を求めた。 
  
表 2 SERU 学生生活調査データ共有大学と回答者数（2015 年） 
大学名（国名） 回答者数† 
カリフォルニア大学バークレー校（アメリカ） 9,785 










国立研究大学 HSE（ロシア） 2,581 
総サンプル数 65,333 














































































図 6 大阪大学の広報バナー 
  





 広島大学では，平成 28 年 12 月～平成 29 年 2 月にかけ
て，全 11 学部の 1～4 年生を対象として SERU 学生生活








回収率である 25 パーセントには至らず，10 パーセント強
程度の回収率であった。 







(2) 平成 27年度パイロット調査結果から 








答したのに対し，広島大学では 12.6 パーセントの学生にとどまっている。むしろ，約 3 割
（35.0%）の広島大学の学部生は，本来読んでおくべきテキストを 4 割未満しか読んでお
らず，同様に 4 割未満と回答した海外大学の学生は 15.5 パーセントであった。この結果は，
  




























図 9 学生の教室外学習に関する集計結果  
 
 




Assessment of Higher Education Learning Outcomes（AHELO）があった。2008 年に始


































2012 年から 2013 年にかけて 3 冊の最終調査結果が報告書として公表されているが




 AHELO によるフィージビリティ・スタディ成果を踏まえた SERU コンソーシアムを活
用した広島大学の今後の活動計画として，SERU 独自による「国際的な教育質保証」（ピ
アレビュー）の導入を進めている。これは，平成 26 年度 10 月にミネソタ大学ツインシテ
ィーズ校において開催された SERU-AAU Business Meeting & Colloquium において広島























南米，アフリカの 16 大学を含む国際コンソーシアムにまで拡大している SERU（Student 








































1) PISA（Programme for International Student Assessment）とは，経済協力開発機構  
（OECD）加盟国の 15 歳児を対象に，読解力，数学的リテラシー，科学的リテラシー
の三分野について 3 年ごとに実施される国際調査のことである。2000 年の第 1 回調査
にはじまり，直近では 2015 年に第 6 回調査が実施されている。これまでの国際調査に
は日本も参加しており，調査の国際結果については，国立教育政策研究所が概要等を
公開（http://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/）している。2000 年，2003 年，2006 年の
調査報告書については，同研究所が「評価の枠組み」として監訳をおこなっている
（国立教育政策研究所 2001; 2004; 2007）。 
2) The Association of American Universities（AAU）は，1990 年に設立された非営利機







4) “Project 5-100”（5 大学を世界大学ランキングトップ 100 にランクさせる国家プロジ
ェクト）により，ロシア連邦教育科学省（Ministry of Education and Science of 
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第 3章 留学効果の客観的測定・プログラムの質保証 

























きる人材の育成」が挙げられた（平成 24 年 4 月 23 日）1)。当該事業は，「グローバル人材育
成推進会議 中間まとめ」（平成 23 年 6 月 22 日）2)に基づいているが，グローバル人材の定義





































  要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力 
  要素Ⅱ：主体性・積極性，チャレンジ精神，協調性・柔軟性，責任感・使命感 














①  海外旅行会話レベル 
② 日常生活会話レベル 













歳頃から概ね 20 歳代前半までに 1 年間以上の留学ないし在外経験を有する者を 8 万人規模に
















  ・参加学生のアウトカム等の客観的測定の必要性 
  ・長期プログラムと短期留学プログラムの比較・評価・改善 
  ・効果的な留学プログラムの実施の必要性 









ーム又は 1 タームの期間内で留学を行う，6 ヵ月未満のプログラムが多いことが，また米国に
おいても 2 週間未満のショートプログラムが増加してきていること明らかになる 8)。他方，欧
州のデータは，回答者の多くがエラスムス・プログラム参加者であり（85％），留学生の留学






出典：Institute of International Education. (2016) "Duration of U.S. Study Abroad, 2004/05-2014/15" Open 













 エラスムス・ムンドゥスプログラムの第 2 期プログラム（2009-2013）のアクション 2 の奨
学金プログラム受給者を対象に調査が行われ，2016 年 10 月にその調査結果が公表された。報


















 広島大学はこのようなテストの一つであり，本学の協定大学の教員 Craig N. Shealy 博士に
より開発された BEVI（The Beliefs, Events, and Values Inventory）の日本語化を行い，学生
の学びの客観化を行い，留学プログラムの質保証を行うため，BEVI-j を本年度から使用する
こととした。BEVI 以外の留学の効果測定をするテストとして，IDI（Intercultural 
Development Inventory）15)，GPI（Global Perspectives Inventory）16)があげられる。 
 
(1) BEVIの理論 
 BEVI の開発は，米国において，精神測定学の適切な基準及び手続に従い 17)，1990 年代初











  1）広範囲の人口統計学的情報と背景情報 
  2）経歴に関する質問 
  3）信条，価値観，世界観の総合評価（2つの妥当性と 17の「プロセススケール」） 














かについて，開発者である Craig N. Shealy 博士と共に比較検討し，誤差が見られなくなるま


































図 5 回答検索ページ 
− 52 −
 BEVI は基本情報（40 項目）及び質問（185 項目）から構成され，質問項目は 1 ページあた
り 20 項目からなる。質問に対する選択肢は 4 つ（強くそう思う，そう思う，そうは思わない，
全くそうは思わない）であるが，いくつかの質問項目は，統計的に対になっており最終的には
9段階に分類される尺度もある。 


























































 BEVI のスコアは，下に示す 9 つの異なる領域に分類される全部で 17 のスケールで示され
る。22 のグループ・レポート分析ツールは，これらの 17 スケールを，様々な条件のもと分析
することを補助するツールといえる。 
 
  I. 妥当性 
   一貫性（類似又は同一の内容を測っているが，表現の異なる項目に対する回答の一貫性） 
   適合性（統計的に予測できるものとの回答パターンの一致） 
   
  II. 形成的指標 
   人口統計学的／背景的項目 
   スケール１．人生におけるネガティブな出来事 
   
  III.中核的欲求の充足度 
   スケール 2. 欲求の抑圧 
   スケール 3. 欲求の充足 
   スケール 4. アイデンティティの拡散 
   
  IV. 不均衡の許容 
   スケール 5. 基本的な開放性 
   スケール 6. 自分に対する確信 
   
  V. 批判的思考 
   スケール 7. 基本的な決定論 
   スケール 8. 社会情動的一致 
   
  VI. 自己とのかかわり 
   スケール 9. 身体的共鳴 
   スケール 10. 感情の調整 
   スケール 11. 自己認識 
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   スケール 12. 意味の探求 
   
  VII. 他者とのかかわり 
   スケール 13. 宗教的伝統主義 
   スケール 14. ジェンダー的伝統主義 
   スケール 15. 社会文化的オープンさ 
   
  VIII. 世界とのかかわり 
   スケール 16. 生態との共鳴 
   スケール 17. 世界との共鳴 
   
  IX. 経験的内省の項目 
  
 BEVI は，量的な測定（スケール 1-17）と質的な測定（経験的内省の項目）の両方を行って




  a）国際的な学習体験の影響，またその理由 
  b）学習体験が「自己」，「アイデンティティ」に与えた影響  
  c）学習，変化の内容 
 
(4) BEVI-jの使用例 
 以下は広島大学が実施している新入生のみを対象とした START プログラムにおける使用例
である。 
 START プログラムは，31 日以上連続した海外渡航経験を有しない新入生のみを対象とした
2 週間のプログラムで，第一次選考（書類審査）及び第二次選考（面接選考）により選抜・派
遣する。2010（平成 22）年より実施し，応募倍率は最大で約 3 倍，累計で約 2 倍程度，今年








































































表1 第 35回-第36回 STARTプログラム 
2016年4月22日  募集要項公開  
5月9日 -5月 11日 募集説明会開催 （計3回） 
6月10日 17:00まで 書類審査結果発表 （Myもみじ個人掲示）  
6月 14日，17日  面接審査 
6月20日 17:00 面接審査結果発表 （Myもみじ個人掲示）  
6月 21日  海外渡航リスク管理セミナー【全員】 
6月24日 初回合同オリエンテーション 【全員】 
6月28日－ 事前講義・学生自主勉強会・グループ発表 
7月29日  渡航前合同オリエンテーション【全員】  
8月 23日－9月1日 BEVI-j T1実施（59名） 
9月2日～9 月19日  渡航期間（国内空港集合・解散） 【オーストラリア】（30名） 
9月10日～9月25日  渡航期間（国内空港集合・解散） 【米国】（30名） 
9月28日-  事後研修・修了証授与  
11月17日－11月28日 BEVI-j T2実施（19名） 
2017年 





 本年度前期の BEVI-j の T1 については，BEVI-j のプログラミングの準備の関係上，派遣直










(1) 全体プロフィール（Aggregate Profile） 
 グループ・レポートの分析ツールの一つである「全体プロフィール（Aggregate Profile）」
は，集団全体の 17 スケールの T1/T2 スコアの変化を示している。このスコアが 5 パーセンタ
イル以上変化した場合，意味のある変化が生じたと解釈することが可能とされる 20)。以下の
「全体プロフィール（Aggregate Profile）」によると，「スケール 14. ジェンダー的伝統主義
（Gender Traditionalism）」に一番大きな変化がみられる（11パーセンタイル）。 
 




そもそも高い数値ではなかったが（T1 において 35 パーセンタイル），約 2 カ月後の T2 にお
いて 24 パーセンタイルに下がった。すなわち，プログラム終了後の T2 において参加学生の
ジェンダー的伝統主義が低くなったことを意味する。 
 他の特徴的な点として，「スケール 5. 基本的な開放性（Basic Openness）」（基本的に思考，
感情，欲求について，オープンで正直である）の値が，52 パーセンタイルから 43 パーセンタ
イルに，また「スケール 6. 自分に対する確信（Self Certitude）」（強い意志，困難を理由とす
る弁明を許容できない，ポジティブ・シンキングを強調する，深い分析を好まない）の値が，
48 パーセンタイルから 39 パーセンタイルに下がっている。「スケール 7. 基本的な決定論
（Basic Determinism）」（差異や行動について簡単な説明を好む，人は変わらない／強い意志
が生き残るとの確信）も同様である（71 パーセンタイルから 63 パーセンタイル）。「スケール
3. 欲求の充足（Needs Fulfillment）」（経験や欲求や感情に対してオープン，自己や他者，広い




(2) トータル低スコア者のスコア（Lowest Optimal Background Domain） 
 上記の変化はグループ全体の変化の平均であり，必ずしも当該グループの特性を正確に示す
ものではない。このことは，特に，グループ・レポートにある分析ツールの一つである「トー
タル低スコア者のスコア（Lowest Optimal Background Domain）」を検討すると明らかになる。
トータルスコアとは，BEVI の 17 スケール中の 11 スケールの合計であり，トータル低スコア
者のスコアとは，トータルスコアが 1～30パーセンタイルの学生の，各スケールのスコアを示
























（Lowest Optimal Background 
Domain） 
スケール T1 T2 変化 T1 T2 変化 
スケール3. 欲求の充足度 
（Needs Fulfillment） 
37 43 6 23 30 7 
スケール4.アイデンティティの拡
散（Identity Diffusion） 
   30 21 -9 
スケール5. 基本的な開放性 
（Basic Openness） 
52 43 -9 47 31 -16 
スケール6. 自分に対する確信 
（Self Certitude） 
48 39 -8 29 51 22 
スケール7. 基本的な決定論 
（Basic Determinism） 
71 63 -8 64 79 15 
スケール8. 社会情動的一致 
（Socioemotional Convergence） 
   17 26 9 
スケール9. 身体的共鳴 
（Physical Resonance） 
   64 71 -7 
スケール10. 感情の調整 
（Emotional Attunement） 
51 65 14    
スケール11. 自己認識 
（Self Awareness） 
   63 73 10 
スケール12. 意味の探求 
（Meaning Quest） 
   16 35 19 
スケール14.ジェンダー的伝統主義
（Gender Traditionalism）」 
35 24 -11    
スケール15.社会文化的オープンさ
（Sociocultural Openness） 
   27 48 21 
スケール16. 生態との共鳴
（Ecological Resonance） 
39 34 -5 22 30 8 
スケール17. 世界との共鳴 
（Global Resonance） 
   42 50 8 
5パーセンタイル以上変化したスケールのみを抜粋 
  
 上記図 14 において，「スケール 5. 基本的な開放性（Basic Openness）」について，下位 30




上位 30パーセント，中位 40パーセント，下位 30パーセントに分けて，17の全てのスケール
においてどのように変化しているかを分析する。以下の図 15 が示すように，「スケール 5. 基









図15 プロフィールの比較（Profile Contrast）-1 
 
 START の下位グループは，上に述べたように，「スケール 5. 基本的な開放性（Basic 
Openness）」の値の低下及び「スケール 7. 基本的な決定論（Basic Determinism）」の値の上
昇から，プログラムにより大きな衝撃を受けたことが明らかである。ただし，同時に，図 16





















を BEVI の各スコアの高さで 10 パーセンタイルずつ 10 分割したもの）ごとにどのようにま
とまっているかを示す。この指標は，集団の BEVI スケール全体にわたるばらつきを測る際に
特に有用となる。 
 以下の例は，START 参加学生集団の T1 時における「デシルプロフィール（Decile Profile）」
である。すでに検討した「スケール 7. 基本的な決定論（Basic Determinism）」及び「スケー













図17 「デシルプロフィール（Decile Profile）」T1 
− 66 −
 「全体プロフィール（Aggregate Profile）」で示したように，「スケール 7. 基本的な決定論








(4) 総合的なプロフィール（Aggregate Profile by …） 
 このような学生間の相違に対処するため，BEVI-j はすでに述べた以上の分析ツールととも
に，ジェンダー別，異文化体験への興味別などの属性を基準に 8 つのグループに分類した分析
も可能としている。これらの分析は「総合的なプロフィール（Aggregate Profile by Gender）, 
（Aggregate Profile by Satisfaction）…」と呼ばれており，基本情報に記入されたデータに基
づきグループ化が行われる。この分析手法の前提は，当該テストを受ける学生は，プログラム
参加時点において大きな差異が存在するということを考慮に入れるものである。2 度 BEVI を
実施することにより生成される T1/T2 レポートにおいては，以上の分析ツールに加えて，さ










本学は，本年度後半には，約 5 カ月の留学から帰国する学生約 25 名に対する T2 を，また
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丸山 恭司  
（広島大学 グローバル化推進室会議階層的TA制度WG座長） 







  スーパーグローバル大学創成事業（以下，SGU 事業）の申請調書には全体計画に加え 47 の個
別項目が立てられ，それぞれの現状と将来計画の記入が求められた。そのうちの一つが「3．教育の
改革的取組関連 （１）教育の質的転換・主体的学習の確保 ③TA 活用の実践」である。広島大学は
「多様性を保証するグローバル・バリアフリー・キャンパス構想を支援するTA制度」として新たなティー
チングアシスタント制度（以下，TA 制度）を提案した。採択後，この制度案は「Hirodai TA」（ヒロダイ 
ティーエイ）と命名され，実行に移されている。 
 本章では，この Hirodai TA の理念と実施状況を概観する。まず広島大学がこの理念に至るまでに
行ってきた取組を紹介し，いかにこの理念が導かれ得たのかを示す。そして，現在この理念がどのよ
うに実行され，どのような点に課題を残しているのかを検証する。具体的には，TA 制度の日本導入と
広島大学の取組（第 1 節），階層的 TA 制度導入下における TA サポートデスクの活動（第 2 節），ア




















































 プレFDもまた，発祥地は米国である。1993年から 2003年の間，米国のCouncil of Graduate 
Schools と Association of American Colleges and Universities の共同事業として大学教員準
備プログラム (Preparing Future Faculty Program) (以下，PFFP)が推進された。このプログ







 広島大学はプレ FD の分野において，先駆的な試みを重ねてきた。それらが新たな TA 制度







ック・キャリアゼミ」を始めた。前期 15 週で完結する 2 単位の授業として提供され，大学論
などの理論的なものからシラバスや評価などの実践的な内容まで，多様な内容をカバーする講
義に加え，授業参観等も積極的に取り入れた画期的なものであった。開講初年度には，複数の





 教育学研究科は 2007 年の文部科学省大学院教育改革支援プログラムに「Ed.D 型大学院プロ
グラムの開発と実践」を申請し採択された。このプログラムは３年の支援期間終了後に名称を
「教職課程担当教員養成プログラム」に変更して今なお継続されている。教育人間科学専攻内
に併設されたプログラムで，博士課程後期 1 年次に履修する講義「教員養成学講究」（2 単位）
と「大学教授学講究」（2 単位）と，2 年次以降に TA として授業に参加しながら，原則として













 広島大学では 2010 年に「ティーチングアシスタント制度運用ガイドライン」を策定し，こ
















 これらのプレ FD の運営担当者らがその実績を買われて広島大学の新しい TA 制度の構想に
携わった。そのためそれらのプレFD がHirodai TA の理念形成の前提となっているのである。 
 
(3) グローバル・バリアフリー・キャンパス構想を支援するTA制度の理念と具体化 
 大学のグローバル化を支援する SGU 事業は，いくつもの制度改革を求めるものであり，TA
制度に関しても，その目的を達成するための抜本的な改革を進めるチャンスとなるものであっ






 上述のように，広島大学にはすでにプレ FD と TA 制度に関わる先行事例が複数存在してお
り，これらの成果を選別・統合するかたちで構想案が練られた。また，諸外国で行われている
同様の実践もできる限り収集して参考にされた。SGU 事業申請調書には次の５点が計画案に盛
り込まれている。すなわち，①TA の階層化と資格化，②TA 研修の充実，③Scholarship of 
Teaching and Learning の充実，④留学生の採用，⑤TA 主体の運営組織の編成，である。 
 
①TA の階層化と資格化 




し全学相当分の奨学金によって，TF やQTA の就学上の経済的障害を解消可能にする。 
 
②TA 研修の充実 
 十分にトレーニングを受けた院生のみが TF や QTA として採用される。そのための研修の機
会を充実する。このことにより，学部教育の質が保証されるとともに，採用される院生の指導
力を向上（大学教員準備教育 PFF と高度専門職準備教育 PFP）させることができる。様々な
研修会（レベルごと，内容ごと，国内視察，拡充した海外派遣），TA のチームティーチング，
TA の公開授業研究，教育実践研究の単位化（TF と QTA は本科目に登録し，合格をもって TA 
を継続できる）等を実現する。TA を雇用する教員も指導のための研修を課す。 
 
③Scholarship of Teaching and Learning の充実 




 留学生を外国語で行われる授業の TA として採用し，グローバル・バリアフリー・キャンパ





 異なる部局の TF を主体的構成員とする全学運営組織を編成し，上記の取組にあたる。各 TF 















しなくてはならなかった。毎年，約 1600 名の院生がTA として採用されていた。この何割が資
格取得研修に参加して QTA に移行するのかを予想しつつ，QTA 資格取得研修会が準備された。
2015 年度後期には若干名の QTA が試行的に採用され，制度の問題点の洗い出しと改善が図ら
れた。2016 年 4 月に，資格制度を維持し研修会を運営する組織として TA サポートデスクが設
置され，制度の本格実施が始まった。三階層 TA 制度の理念を実現するにはまだまだ課題が山





 広島大学では，SGU 事業を統括するグルーバル化推進室にて結成された階層的TA 制度導入
ワーキンググループによる 1 年間の立ち上げ準備・試行を経て，2016 年度より新しい TA 制度
「Hirodai TA」が正式に全学的導入を果たした。制度導入と同時に，制度運営を支える専門部
署として，「TA サポートデスク」が設置された。 
TA 制度の改革は SGU 事業 A タイプの採択要件として，採択された 13 の大学で行われてお






 本節では，本学の TA サポートデスクの取り組みを取り上げ，大学における階層的 TA 制度
導入における専門部署の役割と課題について考察する。具体的課題は次の 4 点である。第 1 に，
「Hirodai TA」の枠組みについて説明する。第 2 に，「Hirodai TA」における TA サポートデ




(1) 「Hirodai TA」の三階層的枠組み 






層に分けて構築された TA 制度である（図１）。 





















図１ Hirodai TAの三階層 
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 第 1 に，TA の専門性開発を行う（Development）。 
 第 2 に，「Hirodai TA」の促進，関連活動の運営と TA 人材の管理を行う（Management）。 
 第 3 に，上記２点の遂行に，材料を提供するための調査・研究を実施する（Research）。 













TA 制度の改革に合わせて，TA サポートデスクによるTA 制度の統括により，全学における TA
能力の底上げ，TA 活動の内容的適正および質的向上，さらにハイレベルなTA 人材の育成が可







に加え，SGU 事業に属する階層的 TA 制度導
入ワーキンググループの教員 3名（教授1名，
准教授 2 名），その他教員 1 名（准教授），教
育支援担当事務職員 1 名（グループリーダ
ー），合計 7 名のメンバーでTA 制度運営実









員 1 名，海外で学位取得された教員 2 名，国際交流教育活動担当教員 1 名が含まれており，本
学における構成員と学生のグローバル化へ対応可能な体制となっている。将来的には，TF の
大学院生も TA サポートデスクの構成員となり，コーディネーターとして所属部局と TA サポ
ートデスクの連携を図り，TA サポートデスクの専任メンバーと共に全学のTA ネットワークを
構築していく構想となっている（TF の採用は，2016 年度の第 4 タームから試行し，2017 年
度に本格化）。 

























































Hirodai TA が本格的に展開されて以来，QTA および TF の資格取得プログラムを提供してき















なっている。食後の 30 分間で，参加者がテーマに沿って意見を出し合うように仕掛けている。 






緒に TA 研修プログラムをデザインしたいという意欲的な声があり，TA に対して高い関心度を
示している。 






TA サポートデスクでは，Hirodai TA が十分に役割を果たしていけるために，他大学への調
査を積極的に行う方針をとっている。階層的 TA 制度運営の先行事例を把握するために，2016
年 4 月 15 日に大阪大学を訪問し，その取り組みについて聞き取り調査を行った。また，TA な
いしはFDに関する英語研修プログラムの改善と新規企画の参考材料を得るため，同年9月28，
29 日に名古屋大学主催スーパーグローバル大学創生事業 FD セミナ 「ー英語で教える：入門編
－英語による授業のための教授法－」に参加した。なお，本論文の共同執筆も研究活動に含む。 
 
















超える密接な連携が必要であり，意思疎通の改善が求められると考える。 （戴 容秦思） 
 
 
3. アンケート結果に基づく広島大学 QTA 資格取得研修会の評価と課題 
 
(1) 広島大学 QTA 資格取得研修会の概要 
広島大学では QTA の資格を得るには，QTA 資格取得研修会への参加が必須となっている。








パスでは QTA 資格取得研修会を 2 月 22 日，3 月 4 日，3 月 9 日，4 月 6 日，9 月 21 日，10
月 3 日の計 6 回，霞キャンパスでは 5 月 7 日，5 月 16 日，9 月 12 日の計 3 回行った。これま
での 9 回にわたる QTA 資格取得研修会で 1708 名の学生が受講している。そのうち，アンケー
ト調査を行ったのは 5 月 7 日，5 月 16 日（霞キャンパス），9 月 21 日，10 月 3 日（東広島キ
ャンパス）で実施した 4 回の研修会である 8)。アンケート調査を行った QTA 資格取得研修会の
受講者の内訳は，5 月 7 日（受講者数 66 名｟修士課程 39 名・博士課程 27 名｠），5 月 16 日
（受講者数 113 名｟修士課程 59 名・博士課程 54 名｠），9 月 21 日（受講者数 58 名｟修士課


























(2) アンケート結果からみえるQTA 資格取得研修会の意義と課題 
2016 年 5 月～10 月の期間に広島大学の東広島キャンパスと霞キャンパスで実施した 4 回の
QTA 資格取得研修会でアンケート調査を行った 10)。この 4 回の QTA 資格取得研修会に参加し









































            
 
出典：筆者作成                出典：筆者作成 

























 分科会を合わせた QTA 資格取得研修会の満足度を表したのが図１０である。満足度別の回
答理由を表１に列挙している。どちらの回答も「QTA について理解が深まった」という意見が


















































































(3) TF の資格を取得するための「大学教員養成講座」について 
 広島大学の三階層の TA 制度における最上位の階層の TF になるには，大学院共通授業科目
の「大学教員養成講座」（2 単位）を履修しなければならない。TF の資格を習得するには QTA
としての業務経験と「大学教員養成講座」を履修して修了することが義務づけられている。こ








している大学院生は 40 名（博士課程 27 名，修士課程 13 名）である。内訳は表２の通りであ
る。 
表２「大学教員養成講座」を履修している大学院生の内訳（人数） 












であり，全体の 32.5％を占めている。修士課程の学生 7 名を含めると教育学研究科専攻の学生
は 20 名であり，「大学教員養成講座」を受講した学生の全体の 50％にあたる。「大学教員養成
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 以上，SGU 事業をきっかけに広島大学が新しく構想した三階層TA 制度 Hirodai TA を紹介
し，その理念を構想するに至った背景並び経緯，その内容，及び評価と課題を説明して検証し
た。日本の TA 制度の改革という観点から見れば，SGU 事業は抜本的な制度改革を求める極め
て強力な外的要因であったと言えるだろう。Hirodai TA の実質運用からまだ 1 年も経たないた
め，十分な事業評価はできないが，同様の課題に取り組まれている諸氏に少しでも役立ててい
ただけるよう現時点での課題をお示しした。 
 Hirodai TA 自体が，現段階においてなお，運用されながら変更され，成長し，洗練されゆく
プロセスにある。今後は，運用組織の在り方，学内のさらなる周知徹底，同様の事業を行って
いる学外担当者との組織的なネットワークの構築，学術レベルでの更なる検証 (scholarship of 




1) 第 1 節を丸山恭司が，第 2 節を戴容秦思が，第 3 節を中野登志美が執筆担当した。 
2) 詳しい経緯は，すでに上野・丸山（2010）において述べた。 
3) 今野 (2016)，62 頁。 










8) TA サポートデスクが立ち上がって本格的に運営を開始したのが 2016 年 4 月からである。
その経緯から 5 月以降の QTA 資格取得研修会からアンケート調査を行った。 
9) オンライン学習支援システムのBb9からワークシートをダウンロードできるようになって
いる。 
10) QTA 資格取得研修会のアンケートは【資料１】として掲載しているので，参照されたい。 
11) アンケートの設問について記述した回答を類型化して図で示したものが表１である。 
12) 英語セッションを選択した留学生の中で，ディスカッションで意見を交流できたことがよ
かったと回答した人は 5 名いた。 










能性」、『学校教育実践学研究』第 16 巻、27-136 頁。 
大阪大学 教育・情報室（2011）『大阪大学における TA 制度の現状とあり方についての報告書
（TA・RA あり方検討ワーキング報告書）』。 












報告書 2014 年度』。 
林泰子・沖裕貴・松村初（2013）「立命館大学における PFF の取り組み―国内外の大学の PFF 調
査をもとに―」『立命館高等教育研究』第 13 号，169-186 頁。 
広島大学「平成 26 年度スーパーグローバル大学等事業『スーパーグローバル大学創成支援』構
想調書【タイプ A】広島大学『世界をキャンパスとして展開する広島大学改革構想』」 







Continued overleaf → 
平成 28 年度 QTA 資格取得研修会についての調査 
Questionnaire about the Qualifying TA Program, 2016 fiscal year 
 
 
Q１．皆様ご自身のことについてお伺いします／About your personal profile 
１．これまでの大学での教育歴 (他大学を含む) ／Experience as a university teacher or TA 
(including experience at other universities) 
□教育歴なし／None                  □1～3年／1-3 years  
□3～5年／3-5 years                  □5 年以上／More than 5 years 
   
  ２．大学での教育歴（TA 等を含む）は今後のキャリアアップに役立つと思いますか／Do you think 
educational experience including TA is useful for build up your career in the future 
□たいへん思います／Absolutely yes.   □だいたい思います／Yes, I hope so.   
□あまり思わない／Maybe not .      □全く思わない／Absolutely not. 
 
Q２．全体会についてお聞きします。／About the First Session of the Q-TA Program 
□大変満足できた／Very satisfied  □だいたい満足できた／More or less satisfied 
□やや不満が残った／Slightly dissatisfied  □不満が残った／Dissatisfied 
 
 → 上記のように回答した理由／Reason                          
                                                                                       
 
１． HIRODAI TA の概要と研修会の説明／The explanation about the outline of HIRODAI TA and 
the Q-TA Program  
□大変満足できた／Very satisfied  □だいたい満足できた／More or less satisfied 
□やや不満が残った／Slightly dissatisfied  □不満が残った／Dissatisfied 
 
 → 上記のように回答した理由／Reason                            
                                            
 
２． アクティブラーニングの基礎についての説明／The explanation about the basis of Active 
Learning 
□大変満足できた／Very satisfied  □だいたい満足できた／More or less satisfied 
□やや不満が残った／Slightly dissatisfied  □不満が残った／Dissatisfied 
 
 → 上記のように回答した理由／Reason                            
                                            
 
３． HIRODAI TA サポートデスクの役割／The explanation about the role of HIRODAI TA Support 
Desk 
□大変満足できた／Very satisfied  □だいたい満足できた／More or less satisfied 
□やや不満が残った／Slightly dissatisfied  □不満が残った／Dissatisfied 
 
 → 上記のように回答した理由／Reason                            
                                            
 
Q３．分科会についてお聞きします／About the Second Session of the Q-TA Program 
 今後の研修会に役立てるために，研修会に対するご意見をお伺いするものです。 




Thank you for your cooperation. 
１．どの分科会に参加しましたか／Which session did you attend?  
 □分科会①       □分科会②      □分科会③       □英語セッション 
the Second Session①  the Second Session②  the Second Session③  English Session  
 
２．内容はいかがでしたか。／How was the content? 
   □期待以上だった／More than I expected. 
   □期待通りだった／As I had expected. 
□期待はずれだった／I’m disappointed. 
 
 → 上記のように回答した理由／Reason                           
                                            
  
３．グループ（ペア）ワーク形式の研修会はいかがでしたか／What do you think about the group 
work format of the training program? 
   □また参加してみたい／I’d like to participate again. 
   □どちらともいえない／No comment. 
   □もう参加したくない／I don’t want to participate any more. 
  
→ 上記のように回答した理由／Reason                            
                                            
 
Q４．全体的に満足いただけましたか／Generally, were you satisfied? 
□大変満足できた／Very satisfied  □だいたい満足できた／More or less satisfied 
□やや不満が残った／Slightly dissatisfied  □不満が残った／Dissatisfied 
 
→ 上記のように回答した理由／Reason                            
                                            
 
 
Q５．研修会の改善点、今後取り上げるべき内容等について教えて下さい。／Do you have any 






Q６．その他、お気づきの点がありましたら、お書きください。／If you have any other comments, 






年度 2016 年度  開講部局 教育学研究科博士課程前期  
授業科目名 大学教員養成講座 
英文授業科目名 Preparing Future Faculty 
担当教員名 佐藤 万知,戴 容秦思,丸山 恭司,西堀 正英  
開講キャンパス 東広島  開設期 2 年次生以上   第 3 ターム 
曜日・時限 (後) 集中 
授業の方法 講義  授業の方法【詳細情報】 講義，ディスカッション  
単位 2 使用言語 B : 日本語・英語  
学習の段階 5 : 大学院基礎的レベル  
対象学生 TF 資格取得を目指す大学院生，大学におけるティーチングに関心のある大学院生 





第 1 回 オリエンテーション 
 ようこそ大学教員養成講座へ 
 なぜ大学教員養成講座なのか 
 TF にもとめられるもの 
 授業の進め方 
 
第 2 回 教育・学習の基礎を理解する 
 学習論の基礎 
 大学のカリキュラムを理解する 




































成績評価の基準等 授業内に提示された課題，ディスカッションへの貢献  














として，学部においては TOEFL iBT 80点を，また大学院においては TOEFL iBT 86点を達

























































































えることになり，これは大学院生・大学生総数の約 10％にあたる 5)。 
 以下のグラフは，SGU 採択大学全大学の，外国語基準を満たす学生数，目標（割合），実績












a. 平成 27年度までは 1年を単位とし，28年度以降は 3年-4年単位としていること， 
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とが明らかである。平成 25 年度と比較した平成 35 年度目標は，タイプ A とタイプ B 全体で






プ A 採択大学の語学試験の種類，その目標値及び平成 35 年度の全学生に占める割合を掲げる。 
この表からは，多くの大学が，TOEFL iBT 80点程度（4技能）または同等程度と考えられ
る TOEFL ITP，TOEIC（2技能）を設定していることが明らかになる 7)。 
 
表1 SGU採択校（タイプA）の外国語力基準 
1 北海道大学 TOEFL iBT 80点相当（60.6%） 
2 東北大学 TOEFL iBT 80点（又はTOEFL ITP 550点)（25.1%） 
3 筑波大学 TOEFL ITP 550点（換算TOEFL ITP 79点，TOEIC 
730点）（32.2%） 
4 東京大学 TOEFL iBT 90点又は IELTS 6.5（学部），TOEFL 




学部学生，大学院生: TOEFL iBT 80点，TOEFL ITP 
550点（18.1%） 
6 東京工業大学 TOEIC 750点又はTOEFL iBT 80点又は TOEFL ITP 
550点（21.5%） 
7 名古屋大学 英語では，TOEFL ITP試験の得点を基準とし，英語圏
のトップレベルの大学の講義を受講可能な基準をクリ
ア－する学生の割合（6.1%） 
8 京都大学 TOEFL iBTで 80点以上(IELTSの場合は 6.0以上)を
達成する学生の比率（50.0%） 
9 大阪大学 TOEFL iBT 79点(ITP 550点) ※他の語学試験のスコ
アが同水準である場合を含む（76.5%） 
10 広島大学 TOEFL iBT 80点（学部），TOEFL iBT 86点（大学院）
（50.2%） 
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11 九州大学 TOEFL ITP 500点以上（31.8%） 
12 慶應義塾大学 暫定基準を①TOEFL iBT 45点，TOEFL PBT/ITP 450
点，IELTS 5.0，TOEIC（IP 含む）450点，英検 2 
級，G-TELP (Level 2) 190%とする。（②iBT 70 点以
上または IELTS5.5 以上，③ TOEFL iBT 80 点以上ま
たは IELTS 6.0 以上）（95.4%） 

















 表 2 TOEIC IPによる語学力の測定・把握 
入学年度 卒業時までの回数 受験時期 
平成 20（2008）年 








平成 26（2014）年以降 2回 1年次 5月， 3年次以降各学部が指定する時期に 1回 
 
平成 20 年から平成 23 年までの 4 年間は，入学直後 2 年間に 4 回のテストを実施し，主と
して教養教育を受けている期間の学生の英語力を測定・把握した。これらのテストからこの時
期における学生の英語力変化の傾向が明らかになったため，平成 24 年及び平成 25 年は，卒
業までに 4 回のテストを実施し，教養教育及び専門教育期間を通じた卒業までの英語力を測
− 101 −












































































































































表3 平成28年度 外部試験による語学力の測定・把握 
情報ソース 人数 % 







































































（2016），p.25 を基に作成(http://www.jsps.go.jp/j-gjinzai/data/gjinzai_h28FU_kekka.pdf)。  
図7 卒業時において，単位取得を伴う海外留学を経験している学生の割合 
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学の規模が大きく異なる。事業終了年度である平成 35 年度においては，タイプ A（トップ型）
13大学全体で 30,944人が,タイプ B（グローバル化牽引型）24大学全体で 38,859人，SGU全




















北海道⼤学 東北⼤学 筑波⼤学 東京⼤学
東京医科⻭科⼤学 東京工業⼤学 名古屋⼤学 京都⼤学






出典：「スーパーグローバル大学等事業 スーパーグローバル大学創成支援 平成 27 年度フォローアップ結果について」
（2016），pp.29-30を基に作成（http://www.jsps.go.jp/j-sgu/data/follow-up/h27/sgu_H27FU_kekka.pdf）。 
注：y軸の最大値は 50%。芝浦工業大学（点線）の平成 35年度の目標値は 100%。 
 















































































2016年 9月 7日 学生向け情報総合ポータル「Myもみじ」で個人別英語到達 
期待値と達成点のシミュレーショングラフを表示開始 


















2016年 1月 - 3月 外国語教育研究センターとの打ち合わせ 
2016年 3月 22日 全学学士課程会議で報告 
2016年 3月 28日 監事に報告 
2016年 3月 29日 役員懇談会に報告・了承（平成 28年度より実施することを決定） 
2016年 4月 - 5月 全学部・研究科を個別に訪問し，研究科長・学部長・事務長を対象に
説明。要請のあった教授会・教員会については，別途FDを実施。 
2016年 5月 20日 全学大学院課程会議で大学院入試の変更による効果を報告・協議 
2016年 7月 26日 全学学士課程会議にて再度報告・周知の要請 
 
(3) 広報・勉強方法の提示 






・Can Do パンフレット作成（外国語教育研究センターが作成）（検討中） 
・語学力向上のための勉強方法の HP作成（内容は外国語教育研究センターが作成） 
・1 年生用海外留学プログラム START 選抜における語学要件の付加，参加学生の語学力
実績の追跡調査の実施（継続） 
・1 年生用海外留学プログラム START での通常の 1.5 倍以上の期待値設定（40%の学生










    2016年 5月 20日 全学大学院課程会議で英語到達期待値の説明・要請 
・各学部（ゼミ）等で受験・点数上昇の要請（学長指示）（資料作成済み） 






 1：入学時の TOEIC IP平均値は 10年で約 60点上昇（平成 16年 440点→平成 26年 497点） 
 2：10年後の入学時平均値が過去 10年と同程度上昇し，550点に上昇（仮定） 
3：550点を基準値とした学生は， 4年次に 730点に到達（期待値計算シミュレーション） 
4：4年次に 730点を達成する学生が，全学の平均となる 





























いては，卒業時の外国語スタンダードの例として TOEFL iBT 80点が記入されていた。 
また，多くの大学が，平成 24 年度グローバル人材育成推進事業に応募するとともに
（タイプ A全学推進型計 41大学，タイプ B特色型 111大学），平成 26年度スーパーグロ




パーグローバル大学創生支援 Q＆A (H26.4.25 掲載) 6 頁）(https://www.jsps.go.jp/j-
sgu/download.html）。 
また，書類審査基準においても，これら数値目標が含まれる【共通観点 2】－共通の成
果指標と達成目標は，重要性に鑑み，タイプ A（トップ型）では係数 2.0，タイプ B（グ
ローバル化牽引型）では係数 3.0 がかけられる項目であった。そのため，共通観点 2 は全
体として，タイプ A（トップ型）においては，20 パーセント，タイプ B（グローバル化
牽引型）では 30パーセントの重みを持つこととなっていた。 





コア また海外大学が求める出願に必要なスコア目安であり，CEFER では B2 レベルにあ
たる（Papageorgiou, S, Tannenbaum, R.J., Bridgeman, B. and Cho, Y, “The association 
between TOEFL iBT® test scores and the Common European Framework of Reference 
− 113 −
(CEFR) levels (Research Memorandum No. RM-15-06) p. 8 (2015)）。CEFER B2（実務に







8) 日本再興戦略及び第 2 期教育振興基本計画は，外国人留学生を 14 万人（2012 年（平成
24 年））から 2020 年（平成 32 年）までに 30 万人に倍増させることを目指している。ま
た，これと併せて日本人留学生を 6 万人（2010 年（平成 22 年））から 2020 年（平成 32






10) SGU 採択大学全大学の平成 25 年度（通年）の「⑤日本人学生に占める留学経験者の割
合」の実績値は，タイプ A（トップ型）全体で 7,405 人,がタイプ B（グローバル化牽引
型）全体で 10,100 人，SGU 全体で 17,505 人。「スーパーグローバル大学等事業 スーパ
ーグローバル大学創成支援 平成 27 年度フォローアップ結果について」（2016），29 頁
（http://www.jsps.go.jp/j-sgu/data/follow-up/h27/sgu_H27FU_kekka.pdf）。 
11) SGU 採択大学全大学の平成 31 年度（通年）の「⑤日本人学生に占める留学経験者の割
合」計画値は，45,187 人。「スーパーグローバル大学等事業 スーパーグローバル大学創
成 支 援  平 成 27 年 度 フ ォ ロ ー ア ッ プ 結 果 に つ い て 」（ 2016 ）， p.30.
（http://www.jsps.go.jp/j-sgu/data/follow-up/h27/sgu_H27FU_kekka.pdf）。 
12) 平成 26年 4月 23日 「若者の海外留学促進実行計画」
（http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ryuugaku/）。グローバル人材の定義また留学の効果につ
いては，第 3章参照。 




とに 2008年から 2016年までの大学入試センター試験の英語スコアと入学直後 5月の
TOEIC IPスコアとの相関関係の分析（双方の試験共に，リスニング・リーディングを対
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Enrichment of Education and Research at Hiroshima 




Hiroshima University named its Super (Top) Global University Project the “Hiroshima 
University Global Campus Expansion and Innovation Initiative”.  Under this title, the 
university has been endeavoured to strengthen both its educational capability and research 
function ability with the goal of becoming by 2023 one of the world’s top 100 universities. 
One of the most important missions of a top university is to produce internationally 
educated/experienced, globally capable human resources who have flexibility to face and 
resolve unpredictable issues.  This book exhibits some of highlighted activities 






















まるやま 文ふみ裕ひろ  広島大学 高等教育研究開発センター長・教授 
相田
あ い だ 美み 砂子さ こ   広島大学 理事・副学長（大学改革担当）・教授 
渡邉
わたなべ 聡さとし  広島大学 副学長（大学経営企画担当）・教授 
◎西谷
にしたに 元はじめ  広島大学 副学長（国際交流担当）・グローバル化推進室長・教授 
丸山

























2017(平成 29)年 3 月 31 日 発行 
 
編 者 西谷 元 
発行所 広島大学高等教育研究開発センター 
〒739-8512 広島県東広島市鏡山 1-2-2 
電話 (082)424-6240 
http://rihe.hiroshima-u.ac.jp 









H I G H E R  E D U C A T I O N
HIROSHIMA UNIVERSITY








スー パ グーロー バル大学創成支援事業による
広島大学の教育力・研究力強化
－客観的指標に基づく国際水準の達成－
Enrichment of Education and Research at Hiroshima University








  ? ????????????????
